地域産業成長プラン（地域産業クラスター計画）における
「クラスター中核企業」公募要領

１　趣旨
国においては、地方に大規模な投資を呼び込み、地域ごとに産業クラスターを戦略的に形成することによる、「強い経済」の実現に重点を置いた「地域未来戦略」が進められている。
地域未来戦略の中で、都道府県等は、海外輸出により外貨を獲得し得る、又は国内市場において上位シェアの獲得を目指すものとして、重点的に育成すべき産業分野を特定した「地域産業クラスター計画」※1を策定することとされており、香川県において、本計画を策定するにあたって、計画推進の核となり地域経済を牽引する企業（以下「クラスター中核企業」という。）について公募を行うこととし、所定の要領を定めるものである。
※1 地域産業クラスター計画
　知事主導で形成されるクラスターであって、力を入れる産業分野及び重点支援をす　　べき企業等を特定し、複数自治体の連携促進や中堅企業支援策の適用など、政府の施策の戦略的活用をプッシュ型で提案していくことで、その形成・拡大を目指すもの。





２　「クラスター中核企業」の定義・国等の支援
【定義】
クラスター形成（計画推進）の核となる企業で、「コネクター度・ハブ度」※2が相対的に高く、設備投資額や付加価値額（売上高）の増加などが見込めるもの。
【国等の支援】
令和８年７月時点において、「クラスター中核企業」に選定された企業は、国による支援策（関係省庁の支援施策における審査上の考慮等）を受けることができるものとされている。（県による支援策は未定。ただし、「クラスター中核企業」として本計画に記載されたことをもって、国及び県の各種支援施策の採択や活用が確約されるものではない。）
※2 コネクター度・ハブ度
コネクター度：企業の域外販売額 ／ 企業が所在する都道府県の域外販売額
    ハブ度　　　：企業の域内仕入額 ／ 企業が所在する都道府県の域内仕入額




３　応募対象
香川県内に本社、又は主たる事業所（工場、研究所等）を有し、「直近の売上高が概ね50億円以上（5年間内の達成見込みを含む。）」で、上記２の定義に該当する企業。

４　応募条件
応募にあたっては、次の（１）及び（２）の条件をいずれも満たすものとする。
（１）以下の「産業分野（領域）」のいずれかに合致すること
① 造船・建機等鋼構造物関連
② 化学素材・GX（グリーントランスフォーメーション：AI・半導体・脱炭素等関係を想定）関連
③ ヘルスケア関連
④ 地域食品関連
留意事項：上記「産業分野（領域）」は、今後、国との協議により変更になる場合がある。

（２）地域産業クラスター計画の推進に資すること（以下の項目）が確認できること
* 県内において製造等を行う主要製品等の内容、独自の技術・強み 
* 特長ある製品等の国内シェア・海外展開の状況と拡大に向けた展望 
* 付加価値額（又は売上高）の状況と拡大に向けた中長期的な展望 
* 域外（香川県外）への販売及び域内（香川県内）からの仕入・取引（サプライチェーン構築）の状況と拡大に向けた展望 
* 主な設備投資の状況と拡大に向けた展望
 　* 理工系人材、デジタル人材、外国人人材などの状況と人材育成の積極的な方針

５　提出書類
応募を希望される事業者は、以下の書類を提出すること。
○ 地域産業クラスター計画　エントリーシート（所定様式）
○ 直近１期分の決算書（貸借対照表、損益計算書等） 
○ 企業概要（パンフレット等）　
○ その他（製品カタログのPDFデータ等）

６　提出方法
提出書類を電子メールにて提出すること。
　※電子メールの容量が大きく送信できない場合は、事前に「８ 提出先・問い合わせ先」までご相談いただきたい。

７　提出期限
令和８年７月27日（月） 17:00必着 

８　提出先・問い合わせ先
香川県 商工労働部 産業政策課 技術振興・販路開拓グループ
住 所：〒760-8570 香川県高松市番町四丁目１番10号 
E-mail：sangyo@pref.kagawa.lg.jp
TEL  ：087-832-3348
※問合せ対応時間 
8:30 ～ 12:00、13:00 ～ 17:15（土・日・祝日を除く）
※メール送付時の注意
メールの件名は「【地域産業クラスター計画】中核企業エントリー（企業名）」とし、「企業名」の部分に貴社名を記載すること。

９　今後のスケジュール（見込み）
提出いただいたエントリーシートなどをもとに、県において選定確認作業を行い、参画の可否について応募者に個別に通知する。国との協議を経て調整した上で、令和８年８月以降（詳細時期未定）に「地域産業クラスター計画」を正式決定し、公表する予定。

10　その他（情報の取り扱いについて）
エントリーシートに記入いただいた個別の売上高、販売・仕入れの状況、設備投資額などの具体的な数値・情報については、産業分野（領域）全体を捉えた計画策定のみに活用し、そのまま外部へ公表されるものではないこと、また、「クラスター中核企業」として選定された場合には、企業名のみ公表されること、にご留意いただきたい。
